
（平成２２年１０月２７日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 3 件

厚生年金関係 3 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 2 件

厚生年金関係 2 件

年金記録確認山梨地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



山梨厚生年金 事案 396 

 

第１ 委員会の結論 

 事業主は、申立人が昭和 33 年４月７日に厚生年金保険被保険者の資格を取

得した旨の届出を社会保険事務所（当時）に対し行ったことが認められるこ

とから、申立人に係る厚生年金保険被保険者の資格の取得日に係る記録を訂

正することが必要である。 

なお、昭和 33 年４月の標準報酬月額については、１万 6,000 円とすること

が妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 33年１月１日から同年５月１日まで 

             ② 昭和 34年２月１日から同年 12月 1日まで 

私は昭和 28 年３月にＡ社（現在は、Ｂ社）に入社と同時に下請会社の

Ｃ事業所に出向し、退職まで継続勤務していたにもかかわらず４か月間厚

生年金保険被保険者記録が無く、また、Ｄ社の入退社時期は明確に覚えて

いないが約１年間勤務していたはずであり、厚生年金保険被保険者記録が

34 年 12 月１日から 35 年１月 25 日までの１か月間のみということは有り

得ない。記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人の厚生年金保険被保険者資格は、Ａ社において昭和 28 年３月１

日資格取得、33 年１月１日資格喪失、その後４か月の空白が有り、Ｃ事業

所において同年５月１日資格取得となっているが、申立人の供述、Ｃ事業

所の事業主の証言及び同僚１名の申立てに係る健康保険厚生年金保険被保

険者名簿から判断すると、申立人は、Ａ社の厚生年金保険被保険者期間か

ら継続してＣ事業所において勤務していたものと推認できる。 

また、Ｃ事業所に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、申

立人の届受番は、当該事業所が新規適用となった昭和 33 年４月７日に資格

取得した５名と同じ 4587 番と記載されているところ、申立人と資格取得日

が同じ（５月１日）もう１名の届受番は 5211 番となっており、申立人の届

受番が 4587 番であるにもかかわらず資格取得日が同年５月１日として届け

出られていることは不自然である。 



加えて、申立人がＡ社の厚生年金保険被保険者期間から継続してＣ事業

所に勤務していたにもかかわらず、また、申立人より後にＣ事業所に入社

した同僚が昭和 33 年４月７日に資格取得しているにもかかわらず、申立人

の資格取得日を「昭和 33年５月１日」と誤って届け出たとは考え難い。 

これらを総合的に判断すると、事業主は、申立人が昭和 33 年４月７日に

厚生年金保険被保険者資格を取得した旨の届出を社会保険事務所に行った

ことが認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＣ事業所における

昭和 33年５月の社会保険事務所の記録から１万 6,000円とすることが妥当

である。 

一方、申立期間①のうち、ⅰ）昭和 33 年１月１日から同年４月７日まで

の期間については、Ｃ事業所の新規適用日が同年４月７日であること、

ⅱ）申立人が同年１月１日に資格喪失したＡ社に係る健康保険厚生年金保

険被保険者名簿の記載に不自然さは見当たらず、当時の同僚等から、申立

人の保険料に関する証言が得られなかったこと、ⅲ）Ａ社の後継事業所で

あるＢ社に当時の関連資料は残っておらず、申立人の当該期間における厚

生年金保険料の控除について、関連資料及び証言等を得ることはできない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、昭和 33 年１月１日から同年４月

７日までの期間について、厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたと認めることはできない。 

 

２ 申立期間②について、申立人及び同僚２名の証言から、期間は特定でき

ないものの、申立人が申立期間においてもＤ社に勤務していたことは推認

できる。 

しかし、申立人と資格取得日が同じ昭和 34 年 12 月１日である現社長は、

「当時の状況と資格取得状況から、申立人の入社日が昭和 34 年 12 月１日

とは思われない。様子を見てからまとめて加入手続を行ったことは十分考

えられる。」と証言している上、申立人と資格取得日が同じもう１名の同

僚も、「実際の入社日は昭和 34 年８月であった。」と証言していることか

ら、申立期間当時のＤ社では、採用した従業員について、入社後、必ずし

も直ちに厚生年金保険に加入させる取扱いをしていなかったことがうかが

われる。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の事業主による控除

について、これを確認できる資料や周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



山梨厚生年金 事案 397 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主

張する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報酬月

額を平成元年４月から同年 11 月までは 47 万円、同年 12 月から３年７月まで

は 53万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年４月１日から３年８月 31日まで 

申立期間中にＡ社の代表取締役を解任され退職した。自身の標準報酬月

額がさかのぼって変更されていることを社会保険事務所で初めて知った。

引き下げられた標準報酬月額を正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録において、申立人の申立期間の標準報酬月額は、当初申立

人が主張する平成元年４月から同年 11 月までは 47 万円、同年 12 月から３

年７月までは 53 万円と記録されていたところ、同年４月 26 日付けで、元年

４月１日にさかのぼって同年４月から同年 11 月までは６万 8,000 円、同年

12 月から３年７月までは８万円に引き下げられ、厚生年金保険被保険者資格

喪失日（平成３年８月 31日）まで継続していることが確認できる。 

また、当該事業所の代表者及び申立人の妻についても、申立人と同様に、

平成３年４月 26 日付けで、元年４月１日にさかのぼって標準報酬月額の引

き下げが行われていることが、オンライン記録により確認できる。 

しかしながら、申立人から提出された、平成元年度の市町村民税・都道府

県民税特別徴収税額の決定通知書に記載されている給与収入額及び社会保険

料の金額は、引き下げ前の標準報酬月額及び保険料額と一致している。 

また、申立事業所に係る登記簿から、平成元年９月 27 日付けで別の取締

役が代表取締役に就任しており、申立人は３年４月２日付けで当該事業所の

代表取締役を辞任している上、オンライン記録によると当該事業所の事業主

氏名が２年５月９日付けで申立人から他者に変更されていることが確認でき



るとともに、当該事業所の元社会保険事務担当者は、「当時、社会保険料の

滞納が有り、社会保険事務所の職員から国民年金に切り替えるよう指導され、

申立人の後任の代表者に報告した。申立人には経理や総務、社会保険関係に

関しての権限や関与は無かった。」と証言していることから、申立人は、標

準報酬月額を遡及
そきゅう

訂正された事実を承知していなかったと認められる。 

これらの事実を総合的に判断すると、平成３年４月 26 日付けで行われた

遡及
そきゅう

訂正処理は事実に即したものと考え難く、申立人について元年４月１日

にさかのぼって標準報酬月額の減額処理を行う合理的な理由があったとは認

められないことから、当該減額処理に係る有効な記録訂正があったとは認め

られず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は事業主が社会保険事務所に

当初届け出た、同年４月から同年 11 月までは 47 万円、同年 12 月から３年７

月までは 53万円に訂正することが必要と認められる。 



山梨厚生年金 事案 398 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主

張する標準報酬月額（22 万円）であったと認められることから、申立期間の

標準報酬月額の記録を 22万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成元年４月１日から３年 10月 31日まで 

Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間の標準報酬月額がさかのぼっ

て変更されていることを社会保険事務所で初めて知った。引き下げられた

標準報酬月額を正しい記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録において、申立人の申立期間の標準報酬月額は、当初申立

人が主張する 22 万円と記録されていたところ、平成３年４月 26 日付けで、

元年４月１日にさかのぼって同年４月から同年 11 月までは６万 8,000 円、

同年 12 月から３年９月までは８万円に引き下げられ、厚生年金保険被保険

者資格喪失日（平成３年 10月 31日）まで継続していることが確認できる。 

また、当該事業所の代表者及び申立人の夫についても、申立人と同様に、

平成３年４月 26 日付けで、元年４月１日にさかのぼって標準報酬月額の引

き下げが行われていることが、オンライン記録により確認できる。 

しかしながら、申立人から提出された、平成元年度の市町村民税・都道府

県民税特別徴収税額の決定通知書に記載されている給与収入額及び社会保険

料の金額は、引き下げ前の標準報酬月額及び保険料額とほぼ一致している。 

さらに、当該事業所の元社会保険事務担当者は、「当時、社会保険料の滞

納が有り、社会保険事務所の職員から国民年金に切り替えるよう指導され、

代表者に報告した。申立人は経理や社会保険関係に関しての事務は行ってお

らず、権限や関与はなかった。」と証言している。 

これらの事実を総合的に判断すると、平成３年４月 26 日付けで行われた

遡及
そきゅう

訂正処理は事実に即したものと考え難く、申立人について元年４月１日



にさかのぼって標準報酬月額の減額処理を行う合理的な理由があったとは認

められないことから、当該減額処理に係る有効な記録訂正があったとは認め

られず、申立人の申立期間に係る標準報酬月額は事業主が社会保険事務所に

当初届け出た、22万円に訂正することが必要と認められる。 



山梨厚生年金 事案 399 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59年４月１日から同年 10月１日まで 

    ねんきん特別便によると、Ａ社に勤務していた時の厚生年金保険加入記

録が見当たらない。勤務していたことは確かなので、申立期間について厚

生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社における複数の同僚が申立人を記憶しているものの、申立人の勤務期

間は特定することができない。 

   また、当該事業所は既に廃業している上、当時の事業主は死亡しており、

同僚からも、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料控除を確認できる関連

資料、証言等を得ることができない。 

さらに、申立人が当時の同僚として名前を挙げた 12人のうち 3人について

は、当該事業所における厚生年金保険加入記録が確認できないことから、申

立期間当時、当該事業所においては、すべての従業員を厚生年金保険に加入

させる取扱いではなかったことがうかがえる。 

   加えて、申立人は、申立期間を含む昭和 59 年２月６日から同年 10 月２日

までの期間において、国民健康保険の加入記録が確認できる。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



山梨厚生年金 事案 400（事案 283の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として、その主張す

る標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間   ： 昭和 62年２月１日から 63年３月 31日まで 

    先日、私の申立てに対し、「審議の結果あっせんが必要とまでは認めら

れない。」との通知があった。しかし、「委員会の判断の理由」に記載さ

れている内容に納得できない。私の同僚２人は既に亡くなっているので、

複数の元同僚から証言を得たというのは誤りではないか。また、私が事務

員として採用されたというのは誤りである。以上２点について再度審議の

上、申立てを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）Ａ協会から提出された「Ｂ事業所

事務分掌表（昭和 62 年４月１日現在）」に申立人は事務員として記載され

ており、当時の校長や複数の元同僚が「申立人は課長待遇ではなかった。」

と証言していること、ⅱ）事業所が保管する当時の申立人の健康保険被扶養

者認定通知書の標準報酬月額に 17 万円と記載されていること、ⅲ）申立人

が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により控除されて

いたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情が見当たらないことを理由と

して、既に当委員会の決定に基づく平成 22 年５月 26 日付け年金記録の訂正

は必要でないとする通知が行われている。 

申立人は、「私の同僚２人は既に亡くなっているので、複数の元同僚の証

言を得たというのは誤りではないか。」と主張するが、証言を得た「元同

僚」とは「Ｂ事業所事務分掌表」に掲載されている当時の校長及び上司等申

立人を記憶する者５人であり、申立人が挙げた元同僚２人は含まれていない。 

また、「私が事務員として採用されたというのは誤りである。」と主張す



るが、同分掌表には申立人の職務について、総務課の欄に「事務員」及び庶

務課の欄に「事務員（兼）」と明記されている上、同分掌表及びその記載内

容の信ぴょう性を疑わせる事情も見当たらないことから、申立人の上記の主

張は委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情とは認められず、その他に

委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立

人が申立期間についてその主張する標準報酬月額に相当する厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 


